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衆 議 院 議 員
  

日々ブログ更新中！たけまさ公一のサイトへお越しください 

http://www.takemasa.org 

携帯版のアドレスはこちら 

http://www.takemasa.org/i 

皆様のご意見をお待ちしています 

voice@takemasa.org 
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○参議院２人目の候補者決定!! 小沢代表来た
る！「民主党埼玉県連第９回定期大会」（２月１２日） 

 
12 日、民主党埼玉県連 第９回定期大会が開催された。私は幹事

長として党務報告と党務方針を提案。枝野県連代表の再選など提出

議案は無事に成立。埼玉県議会、さいたま市議会、地方議会公認推

薦候補予定者も壇上にて紹介。 

 夕方からの新春の集いには、小沢

代表も出席。 
 

 
 
 
 
 
○総務大臣所信に対する質疑 

（2月22日 衆議院総務委員会） 
 

私からは、①地域間格差に対する認識②夕張問題に対する国や道

の責任③第３セクター指針見直しについて④地方公務員天下り規制

について⑤教育委員会制度の見直しに対する規制改革会議の見解

について⑥定率減税全廃と国税から地方税への移譲により６月にダ

ブルで住民税が増える影響について⑦NHK受信料強制徴収について

⑧受信料２割削減できると総務省が言う根拠⑨関西テレビ「あるある

大事典2」捏造を契機とした法改正について⑩頑張る地方応援懇談会

について、を質問しました。 
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特に地域間

格差につい

てはこの５

年間の有効

求人倍率の

格差が拡大している状況を示した（表１）ところ、総務大臣も認めまし

た。また、昨年の定率減税半減と定率減税全廃税財源委譲後の比較

（表２）を見ると、中間所得層の住民税の増え方が大きく、定率減税の

存続を求めました。また、電波法放送法改正を言明した大臣には拙速

をいさめました。 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 有効求人倍率の格差（厚生労働省資料より作成） 

平成 13 年 12 月 平成 18 年 12 月 

3.1 倍 （１位と４７位の差） 4.5 倍  （ 同左 ） 

1 位 山梨 0.78 1 位 愛知 1.91 

4７位 沖縄 0.25 4７位 沖縄 0.42 

表 2 定率減税の廃止及び税源移譲による収入別の所得税・個人住民税の       

負担額の変化（世帯あたり・年額 総務省資料より作成） 

Ｈ18～ Ｈ19～  

定率減税縮減後 定率減税全廃・税源移譲後 負担額の変化 給与収入 

（Ａ） （Ｂ） （B）-（Ａ） 

所得税 0 所得税 0 所得税 0 

住民税 8,300 住民税 9,000 住民税 700 300 万円 

計 8,300 計 9,000 計 700 

所得税 107,100 所得税 59,500 所得税 △47,600 

住民税 70,300 住民税 135,500 住民税 65,200 500 万円 

計 177,400 計 195,000 計 17,600 

所得税 236,700 所得税 165,500 所得税 △71,200 

住民税 181,300 住民税 293,500 住民税 112,200 700 万円 

計 418,000 計 459,000 計 41,000 

所得税 619,200 所得税 590,500 所得税 △28,700 

住民税 422,000 住民税 539,500 住民税 117,500 1000 万円 

計 1,041,200 計 1,130,000 計 88,800 

所得税 1,537,000 所得税 1,645,200 所得税 108,200 

住民税 966,100 住民税 994,500 住民税 28,400 1500 万円 

計 2,503,100 計 2,639,700 計 136,600 

所得税 2,962,000 所得税 3,212,700 所得税 250,700 

住民税 1,583,600 住民税 1,469,500 住民税 △114,100 2000 万円 

計 4,545,600 計 4,682,200 計 136,600 




